






















































































1 会社の沿草 2 資本金の推移 3 株式の総数 4 株式の状況， 5 1 株当り配当等の推移，
6 株価及び株式売買高の推移 7 役員の状況 8 従業員の状況
第 2 事業の概況
1 会社の目的及び事業の内容 2 経営上の重要な契約 3 研究開発活動
第 3 営業の状況
1 概況 2 生産能力 3 生産実績 4 受注状況と生産計画 5 販売実績
第 4 設備の状況
1 設備の状況 2 設備の新設，重要な拡充若しくは改修又はこれらの計画
第 5 経理の状況
1 財務諸表 (1)貸借対照表， (2)損益計算書， (3)利益金処分計算書または損失金処理計算書， (4)附
属明細表 2 主な資産，負債及び収支の内容 3 有価証券等の時価情報 4 資金収支の状況，
5 その他
第 6 企業集団等の状況
1 企業集団等の概況 2企業集団の状況， (1)企業集団の業績等， (2)連結財務諸表 a連結貸借対
照表 b連結損益計算書，または連結損益及び剰余金結合計算書 c 連結剰余金計算書， (3)セグメ
ント情報， (4)連結子会社の状況， (5)その他 3 関連当事者との取引
第 7 株式事務の概要
















































金 額 科 目 金 額
(負債の部)
X , xxx 流動負債 X , xxx 
X , xxx 支払手形 X , xxx 
xxx 買 掛 金 xxx 
xxx 短期借入金 xxx 
xx 1 年内償還社債 X , xxx 
X , xxx そ の 他 xxx 
xxx 固定負債 X , xxx 
ム xx 社 債
X , xxx 転換社債 xxx 
X , xxx 長期借入金 xxx 
xxx そ の 他 xx 
xxx 負債合計 X , xxx 
xxx 
xxx (資本の部)
X 資 本 金 xxx 
X , xxx 法定準備金 X , xxx 
xxx 剰 余 金 X , xxx 
X , xxx 任意積立金 X , xxx 
xxx 当期未処分利益 xxx 
xxx (うち当期利益〉 (XXX) 
ム X 資本合計 X , xxx 
1 x , xxx 1 負債及び資本合計
金 額 I 証券取引法第24条第 1 項の規定によって
XX, xxx 大蔵大臣に提出する有価証券報告書の形式
X , xxx は「企業の内容等の開示に関する省令」第X , xxx 
xxx 3 号様式による。図表 1 に要約を示す。な
xxx お，有価証券報告書には，監査報告書が
xxx 
xxx 「第 7 株式事務の概要」の前に掲載され
xx ている。
xx 一方，商法は大会社(資本金 5 億円以上xxx 
xx または負債総額 200 億円以上)には貸借対
xxx 照表と損益計算書， または要旨(商法第
xx 
xx 283 条第 3 項および商法特例法第16 条第 2
X 項〉を官報または日刊新聞紙に公告を行う







磁気テープサービスとして，日本経済新聞社が提供している NEEDS (Nikkei Econornic 











日本経済新聞社が収集・編集L，これを月 1 度磁気テープ (2400フィート 9 トラック， 6250 
B P 1) に収録して届けるサーピスである。このため，基本項目は決算期の 3 カ月後，付属項











1. 1 部・ 2 部・地方上場会社財務諸表版
東京・大阪・名古屋の各証券取引所の 1 部・ 2 部に上場している会社および札幌・新潟・京
(2) 詳細については，下記を参照。
平松一夫・西口清治・雄山真弓編著 IISA S による会計情報の分析』中央経済社， 1992年。
-191-
西口清治
























SYLK (SYmb olic LinK) 形式でファイルにダウンロード (download) できるので，通
常のマルチプラン，ロータス 1-2-3 や EXCEL などの表計算ソフトウェアや SYLK 形式
をサポートするデータベース・ソフトウェアでデータの分析・加工が可能である。
なお，使用可能なパソコンはNECの P C9800シリーズ，富士通のFMRまたは TOWNS
シリーズ， 1 BMの PSj55 (JDOS) シリーズおよび OADG (PC Open Architecture 
Developers Group: P C オープン・アーキテクチャー推進協議会〉の DOSjV シリーズ機
であり (上場外国会社版はNECの P C9800シリーズのみ)，検索ソフトウェアは提供される
が，各パソコン機種用に CD-ROM 装置とドライパー・ソフトウェアが必要で、ある。
上記 CD-ROM 版以外に磁気テープ (MT) 版と大容量の光ファイル版がある(受注後そ




報のそれぞれの版が提供されている。光ファイル版は，目立 HITFILE 6500 ・リコー RIFILE
8000シリーズ用の記憶容量 7 G B (Giga Byte= 10億バイト〉の12インチ追記型光ファイルデ
ィスクに，証券取引所 (1 部・ 2 部・地方〉の上場会社，店頭登録・管理会社，および非上場
会社約 4， 000 社について，届出書，報告書(半期，連結情報を含む)，定款，営業報告書など







直径 8cm の小型の CD-ROM であれ比較的新しいメディア(1990年 7 月ソニーから発
売されたデータディスクマン用〉として記憶容量約 200 メガバイト (MB ， MegaByte=百万
バイト〉の電子ブック (E B , Electronic Book) のデータがある。容量的には直径 12cm








































ス fact database) だけでなく，経営分析用の指標も収録されている。
2. 日経テレコン























3. 日経テレコン BiZ の概要
日経テレコン BiZ (BiZ は BUSINESS の略〉は，ピジネスに直結した最新ニュースと経
済の必須情報を提供するオンラインサーピスである。














【資 産】 xx年 X月 構成比 前年比 xx年 X月 構成比 前年比
流動資産合計 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
当座資産合計 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x xx.x 
現 預 金 xxxxxx xx.x xx.x xxxxxx x.x xx.x 
売 上 債 権 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x xx.x 
棚卸資産合計 xxxxxx x.x xx.x xxxxxx xx.x x.x 
その他流動資産 xxxxxx x.x xx.x xxxxxx x.x xx.x 
固定資産合計 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
有形固定資産 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
償却対象資産 xxxxxx x.x x.x xxxxxx x.x x.x 
無形固定資産 xxxxx x.x xx.x xxxxx x.x xx.x 
投資・その他資産 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
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投資有価証券 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
繰 延 資 産 X x.x x.x X x.x x.x 
資 産 メロ』 計 xxxxxxx xxx.x x.x xxxxxxx xxx.x x.x 
【負債・資本】
流動負債合計 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
買 入 債 務 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x xx.x 
短期借入金 xxxxxx x.x xxx.x xxxxx x.x xxx.x 
その他流動負債 xxxxxx xx.x xx.x xxxxxx xx.x xx.x 
固定負債合計 xxxxxx xx.x xx.x xxxxxx xx.x xx.x 
社債・転換社債 xxxxxx xx.x xx.x xxxxxx xx.x xx.x 
長期借入金 xxxxx x.x xxx.x xxxxx x.x xxx.x 
その他固定負債 xxxxx x.x xx.x xxxxx x.x xx.x 
負 債 l日L 計 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
資 本 金 xxxxxx xx.x xx.x xxxxxx xx.x x.x 
法定準備金 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
その他剰余金 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
資 本 メ口L 計 xxxxxx xx.x x.x xxxxxx xx.x x.x 
負債・資本合計 xxxxxxx xxx.x x.x xxxxxxx xxx.x x.x 
b. 損益計算書(単位:百万円〉
X年X月 構成比 前年比 X年X月 構成比 前年比
売上高・営業収益 xxxxx xxx.x x.x xxxxx xxx.x x.x 
売上原価・営業原価 xxxxx xx.x x.x xxxxx xx.x xx.x 
売上総利益 xxxx xx.x x.x xxxx xx.x xx.x 
販売費・一般管理費 xxxx xx.x x.x xxxx xx.x x.x 
営 業 不リ 益 xx x.x x.x xxx x.x xx.x 
営業外収益 xxx x.x x.x xxxx x.x xx.x 
(受取利息・配当金〉 xxx x.x x.x xxx x.x xx.x 
営業外費用 xxx x.x x.x xxx x.x xx.x 
(支払利息・割引料〉 xxx x.x xx.x xxx x.x xx.x 
経 常 利 益 xxx x.x xx.x xxx x.x xx.x 
特 別 損 益 X x.x xx.x X x.x xx.x 
税引前当期利益 xxx x.x xx.x xxx x.x xx.x 
法 人 税 等 xxx x.x xx.x xxx x.x xx.x 
当 期 利 益 xxx x.x xx.x xxx x.x xx.x 
C. その他主要項目(単位:百万円〉
xx年xx月 前年比 xx年xx月 前年比
受取手形割引高 xxxx xx.x xxx xx.x 
受取手形裏書譲渡高 X x.x X x.x 
有形固定資産減価償却累計額 xxxxxx xx.x xxxxxx xx.x 
減価償却実施額 xxxxx x.x xxxxx xx.x 
当期受注高 X x.x X x.x 
期末受注残高 X x.x X x.x 
輸出売上高・営業収益 xxxxxxx x.x xxxxxxx x.x 
発行済株式数〈千株〉 xxxxxx x.x xxxxxx xx.x 
期末従業員数(人〉 xxxxx xx.x xxxxx x.x 
所有土地簿価 xxxxx x.x xxxxx xx. x 
保証債務合計 xxxxxx x.x xxxxxx xx.x 
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流動資産 X, XXX 流 動 負 債 X, XXX 
現金・預金 xxx 支 払 手 形 X, XXX 
受取手形 X, XXX 短期借入金 X 
有価証券 X 法人税等引当金 xx 
棚卸資産 xxx 流動負債引当金 xx 
商品・製品 xx その他の流動負債 xx 
仕掛品・半製品 xx 諸 ヲ i 当 金 X 
原材料・貯蔵品 X 
その他の流動資 xx 固 定 負 債 xx 
長期借入金 X 
国 定 資 産 xxx 退職給与引当金 xx 
有形固定資産 xxx その他の引当金 X 
土 地 xxx その他固定負債 X 
建 物 xx 
建設仮勘定 X 資 本 xxx 
無形闘定資産 X 資 本 金 xx 
投 資 等 xx 新株式払込金 X 





売上高 X , XXX 

















































































(7) ~決算ダイジェスト 1993年版』東洋経済新報社， 1993年 7 月。
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る。 CSV (Comma Separated Value) 形式の一つで，データベースのデータ交換によく用
いられる〉で提供されている。
3. 会社財務カルテ
『会社財務カルテ』は，金融を除いた国内 8 証券取引所の上場会社で93年 3 月期までに開示
を行った 1， 936 社のデータである。有価証券報告書に基づいて作成されている東洋経済データ
ベース "DATAMAX" によるものであり， 10年 (2 年分は非掲載のため 8期)の金額が表示







(8) 全10枚に収録されており，各 3"""5 万円で，セ γ トで32万円である。





(株〉日本経済新聞社から『季刊日経会社情報』が， 3 , 6 , 9 , 12月に発行されている。
証券取引所 (1 部・ 2 部・地方〉の上場会社，外国部上場会社，店頭登録・管理会社，生保・










投資家のパイプ、ルと言われている『会社四季報』が，東洋経済新報社から 3 ， 6 , 9 , 12月
に発行されている。その他に『会社四季報未上場会社版』は年 2 回，英語版の『ジャパン・
カンパニー・ハンドブック jj (1 部上場版， 2 部上場版〉も季刊で発行されている。
証券取引所 (1 部・ 2 部・地方〉の上場会社，外国部上場会社，店頭登録・管理会社，生










(Optical Character Reader :光学式文字読取装置〉やイメージスキャナー(image scanner) 
などの文字を直接読取・入力する装置を利用する方法もある。
(10) 例えば，日本経済新聞社刊の『会社年鑑』やダイヤモンド社の『会社要覧』も 2期分の貸借対照表，
損益計算書，財務指標などのデータも記載されている。共に毎年出版されている。
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v. むすび
会計情報を用いて各種分析を行う場合，データと分析手法の選定は重要な課題である。本論
はデータの入手について，各データベースの特徴と概観を行ったものである。
データの入手のためのデータ評価基準は図表 3 のようなレダーチャートで表現することがで
きる。重視される基準の相違から，データや媒体によってこのチャートの形が異なる。
100 
データの
比較性
図表 3 データ入手の評価基準
目的適合性 100% 
100 
正確性 タイミング
100 
コスト
データを利用する研究において，媒体の特徴を見極め，分析に必要なデータを選定すること
が重要である。
そして，データベースは今後も多く，利用しやすい形式で提供されるが，外部の情報利用者
にとっては，商法や証券取引法の開示制度から公表される情報や各種のデータベースおよび，
その効率的な利用方法を研究することは今後も重要なテーマの一つで、ある。
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